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共通教育フォーラム

罧テーマ 共 通 教 育 にお け る ア ク テ ィブ ・ラー ニ ン グ

何のためのアクテ ィブ・ラーニングか
問われる授業評価の質

教育地域科学部 附属教育実践総合センター

2012年8月28日 に中央教育審議会から『新たな未来 を

築くための大学教育の質的転換に向けて一生涯学び続け、

主体的に考える力を育成する大学へ一(答申)』が出された。

同答申でまず注目されたのは、学修時問の実質的な増

加・確保である。それは、日本の大学生の学修 時間が少な

し、ことを問題視したもので、「学生の主体的な学びを確立

し、学士課程教育の質を飛躍的に充実させる諸方策の始

点として、学生の十分な質を伴った主体的な学修時間の

実質的増加・確保が必要である」と謳われた.

大学設置基準が想定 している学修時間は「1単位=45

時間=(授 業1時 間十関連する学修2時 間)x15週 」であ

る。たとえば週1コ マ2単 位の授業の場合、「関連する学

修」のための時間を授業時間以外に1コ マあた り週4時

間は確保する必要がある。まず、この時間を実質的にど

う確保 しているかが問われることになる。

同基準ではまた、1日8時 間、1週48時 間、1学期720

時間という1学 修時間も算定されている。ただし、それは

1学期あた り16単 位 という想定で算出されたものであ

る。そこで、履修単位を1学 期あたり16単 位に近づける

努力として、1学期あたりの履修可能単位数をどう制限

するかも問われることになる。

このように1単 位あた りの学修時間の量的拡大が図ら

れているわけだが、それは「学生の主体的な学びを確立

し、学士課程教育の質を飛躍的に充実させる」ための必要

条件として提起されている。すなわち、学修時間の実質的

な増加確 保がまず必要である一方で、本当に問われるべ

きは学修時間の中身・質だということである。そこで改め

て求められるようになったのが、「教員と学生が意思疎通

を図りつつ、一緒になって切磋琢磨 し、相互に刺激を与え

ながら知的に成長する場を創 り、学生が主体的に問題を

発見 し解を見いだしていく能動的学修(ア クティブ・ラー

ニング)」である。それは「個々の学生の認知的、倫理的、社

会的能力を引き出 し、それを鍛えるディスカッションや

ディベー トといった双方向の講義、演習 、実験、実習や実

技等を中心とした授業」を求めるもので、「学生は主体的

な学修の体験を重ねてこそ、生涯学び続ける力を修得で

きる」とされている。

ただし、このアクティブ ・ラーニングは、上記のように

授業時間中の学習形態や指導過程を変えるだけで成り立

つものではない、「授業のための事前の準備(資 料の下調

べや読書、思考、学生同士のディスカッシ ョン、他の専門
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家等との コミュニケーション等)」や「事後の展開(授業内

容の確認や理解の深化のための探究等)」が実質的に組み

合わされて初めて成り立つものである。そして、この事前

準備 と事後展開の時間を確実に保障するために、学修時

間の実質的な増加 確 保が求められているのである。
一方で、教育方法上注意すべきは、「ディスカッシ ョン

中心の授業にすれば、それでいい」としてしまう風潮であ

る.こ こで問われるべきは「何のためのアクティブ・ラー

ニ ングか」という点である。社会の仕組みが大きく変容

し、これまでの価値観が根本的に見直されつつある現代

に生き、社会に貢献 していくには、「想定外の事態 に遭遇

したときに、そこに存在する問題を発見 し、それを解決す

るための道筋を見定める能力」が求め られるとされてい

る。また、学士課程教育に対する企業のニーズと大学の教

育面での注力点とを比較すると、特に「チームで特定の課

題に取 り組む経験をさせる」、「理論に加えて、実社会との

つながりを意識 した教育を行 う」といった点で重要性の

認識 に隔たりがあることも指摘されている。こういった

現代社会に対する状況認識を受けて、アクティブ・ラーニ

ングが大学の学士課程教育で求められるようになってい

ることを確認 しておきたい。

最後 に、ここで提起されたものを本気で実現 しようと

思えば、授業評価の方法も根本から変えないといけない

ことも指摘 しておきたい。たとえば「想定外の事態に遭遇

したときに、そこに存在する問題を発見 し、それを解決す

るための道筋を見定める能力」の形成を目指すのであれ

ば、そのような能力の形成に授業がどう寄与 したかを問

う授業評価でなければならない。それは「授業中の説明は

分かりやすかったか?」 といったことを学生にアンケー

トで問う ことで評価できるものではない。そのようなア

ンケー トはむしろ、アクティブ ・ラーニングによって実現

が目指される新 しい能力の形成を阻害するものとなる。

求め られているのは、表面的な探索ではほとんど「意味が

分からない」複雑な状況の中で「しんどい」苦労を重ねな

が ら、チームで協働 して探究すべき問題を見いだし、何が

正解かも分からない不安定な状態の中で解決の道筋を学

生自身が見定めようとすることだからである。この点を

看過 し、「授業評価」と称 して溝足度調査アンケー トのよ

うなものを繰り返せば、学生も教員も皆満足 しながら、確

実に生涯学び続け主体的に考える力を失っていくことに

なる。
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